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企業と雇用システム 

日本的雇用慣行と企業中心社会 

高田好章 

第３回 

２０１６年１０月１４日 



最近の新聞記事から 
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「カイシャ論」中国で人気 

2016-10-02日経新聞 



◎今回のテーマ 
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日本的雇用慣行について考えます。 
 
日本型企業社会が成り立つとともに、 
どのように企業中心社会が成立してきたのか 
そして、どのように日本的雇用慣行ができ、 
を考えます。 
 
ここに、 
現代の雇用と労働に関する問題の端緒を 
みることができます。 

日本的雇用慣行と企業中心社会 



戦後の社会状況 
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１９５０年  ８，３２０万人 
１９７０年 １０，３７２万人 
１９９０年 １２，３６１万人 
２０００年 １２，６９３万人 
２０１０年 １２，８０６万人 
２０１４年 １２，７０８万人 

日本の人口の推移 

２００５年に初めて前年を下回る、 
２０１１年から４年連続減少 

『日本のすがた2016』より 



出生率：子供が少なくなる 
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http://www.garbagenews.net/ より 

 １９５０年 ４人 → ２０１４年 １．４２人 
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６５歳以上の割合 
１９７０年 ７．１％ 
１９８０年 ９．１％ 
１９９０年 １２．１％ 
２０００年 １７．４％ 
２０１４年 ２６．０％ 

高齢化の進行 

『日本のすがた2016』より 
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都市への人口集中 ：三大都市５０キロ圏 
３３．３％(1960年)→４６．４％ 5,947万人(2015年) 

大都市人口 

『日本のすがた2016』より 



工業生産の伸び 
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『日本のすがた2016』より 



自動車産業の伸びと海外生産へ 
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『日本のすがた2016』より 

１９８０年に１，１０４万台に達する 
１９８５年から海外生産が始まり、 
２０１０年ごろに国内生産より多くなる、 



海外生産比率の移り変わり 
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『日本のすがた2016』より 

製造業合計で、２０％をこえる 
輸送機械では４０％をこえる 



家電製品 

11  
『日本のすがた2016』より 

家電輸出・輸入額の動き 
１９８５年ごろに 
輸出額最高へ 
４兆円を超える、 
その後は下落 
輸入が増えていく 



日本の貿易 
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『日本のすがた2016』より 

輸出・輸入：２０１１年より赤字 



重化学工業と軽工業の割合 
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『日本国勢図会 ２０１６／１７』より 

軽工業から重化学工業へ移っている 

１９６０年 
重化学工業 
  ５５．７％ 
軽工業 
  ４４．３％ 
 
２０１４年 
重化学工業 
  ７２．９％ 
軽工業 
  ２７．１％ 



商業 
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『日本のすがた2016』より 

商品の流れ 



商業 
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『日本のすがた2016』より 

百貨店・スーパー・コンビニ 



産業三部門別人口 
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『日本のすがた2016』より 

第一次産業：減少 
第二次産業：１９９０年代前半までは伸びるが、 

その後下落傾向 
第三次産業：一貫して伸びていく 



産業三部門：企業の割合 

17  

『日本のすがた2016』より 



労働力（働く人）の構成 
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太田聰一・橘木俊詔編『労働経済学入門』より 



自営業者と雇用者の変化 
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坂東眞理子『働くということ』より 

自営業者が急速に減っている： 
１９５５年には２５％、２００９年には１０％対して、 
雇用者は４０％強から、８０％以上に 
ほとんどの人が働く場合には、雇用者となる 



自営業者と雇用者の変化 

20  
森岡孝二『雇用身分社会』より 



日本型企業社会と企業システム、企業中心社会 
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企業中心社会 
  それを示す用語 
 
  「会社人間」 
  「企業戦士」 
  「単身赴任」 



戦後の高度成長 

22  http://ecodb.net/ [世界の経済・統計 情報サイト]より 



戦後の高度成長 

23  森岡孝二『企業中心社会の時間構造』より 

実質成長率 
１９６０年から６５年 １１．７％ 
１９６５年から７０年 １０．５％ 
現在は、１％を切るときもある：２０１５年 ０．４７ 

１９６０年 
経済成長が 
すべてに優先する：  
所得倍増計画 



経済成長第一主義の定着 

24  清家篤『雇用再生』より 

実質賃金の上昇 
  春闘で物価上昇率を超えるベースアップ 



経済成長第一主義の定着 

25  太田聡一・橘木俊詔編『労度経済学入門』より 

実質賃金の伸び 



26  

住宅建設 

統計指標研究会『統計日本経済分析 下』より 
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住宅ローン：所得の１５％以上 

『日本国勢図会 ２０１６／１７』より 
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テレビ普及率：  自動車も 

http://gorogoronyan.web.fc2.com/ より 



アメリカ型生活様式と日本的企業主義 
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アメリカ型生活様式 
１９６０年代 
テレビ、電気洗濯機、電気冷蔵庫の普及 
 
１９７０年代 
３Ｃ：カラーテレビ、乗用車、クーラー 普及 
 
消費主義へ：アメリカ的生活様式へ 



日本的雇用慣行：日本的雇用システム 
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このような高度成長の中で、 
   終身雇用 
   年功序列賃金、企業内福祉： 
   企業内労働組合 
という、 
日本的雇用慣行（日本的雇用システム）の下で、 
企業中心社会が完成していった 
 
※ただし、それは、大企業の正社員に対してのみ 



企業中心主義へ 
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高度成長がおわっても続く 
 
第１次オイルショック不況：１９７３年・７４年 
  経済危機→雇用不安： 
 
労働者の成長志向と企業主義的傾向が強まる： 
  企業中心社会が形成される：   
    働きすぎ社会・過労死社会とかかわる、 



企業中心主義へ 
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労働組合はストをしなくなってきた： 
７０年代から減り、８０年代はますます減少： 
世界で珍しいストなし国になる（ストレス社会） 

森岡孝二編『貧困社会ニッポンの断層』より 



デートをとるか、仕事をとるか 
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〇残業に対する意識： 
 （１９８９年６月：大学・高校等の卒業予定者への労働省の調査） 
  手当がもらえるからやっても良い：６２．５％ 
  手当にかかわらず、仕事だからやる：２３．０％ 
                       ２つで、８５．５％ 
  手当がもらえても、やりたくない：１４．０％ 
 
〇デートの約束のある時、残業を命じられた時、どうするか 
  仕事を断ってデートをする： ３５．４％ 
  デートをやめて仕事をする：  ６２．３％ 
 
◇立命館大学・現代労働法ゼミナールの調査：１９９４年１１月 
 〇デートの約束のある時、残業を命じられた時、どうするか 
   有効回答２１３名： 
       デートをやめて仕事をする： ７１．７％ 

森岡孝二『企業中心社会の時間構造』より 



３６協定をめぐる厳しい判例 
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◇残業を断って懲戒解雇： 
  地裁で無効、高裁で逆転、最高裁で上告棄却 
 
１９６７年９月：日立製作所の工場の社員が、 
  終業１５分前に残業を命じられ、 
  １時間ほど残業した後、 
  断って帰宅したため、出勤停止処分、 
  その後懲戒解雇になった： 
 
企業中心社会の象徴的事件：残業を断れない 

森岡孝二『企業中心社会の時間構造』より 



男は仕事・女は家庭 
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◇日本的性別分業と家事労働 
  週６０時間以上も働くと、 
  家事労働に参加できない 
  残業で午後８時、９時に退社、 
  帰宅は１０時頃、食事・入浴すれば寝るだけ 
 
  食事の支度・かたづけ、 
  掃除、洗濯、育児、買い物、 
  病人の世話、老人介護 
      など、家事労働は男はできない 
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アンケートのお願い 

・講義で取り上げてほしい項目・内容があれば、 
アンケート用紙に書いてください 

・質問事項・疑問点・ご要望があれば 
それも書いてください 

※できるだけご要望に応えようと思います 
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ビデオ 

ものづくり潮流に異変 
～日本人技術者たちアジアへ～ 
  クローズアップ現代 
  ２０１４年６月１４日 ＮＨＫ 
                 約１９分 



日本的雇用慣行について 
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日本的経営の三種の神器： 
 
 終身雇用 
 年功賃金（年功制） 
 企業別組合 
 
１９７３年「ＯＥＣＤ対日労働報告書」： 
「生涯雇用」 
「年功賃金制度」 
「企業別組合主義」 

野村正實『終身雇用』より 



終身雇用 
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１９５８年：アベグレン『日本の経営』 
James C. Abegglen 原題 
『日本の工場―その社会的組織の諸側面』 
The Japanese Factory. Aspects of its Social 
Organization 
 
アベグレン『日本の経営』の中にある 
「終身雇用」という言葉が 
日本のビジネス界で、定着した 



終身雇用の定義 
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１）学校を卒業した直後の人を採用、 
定年まで雇用を保証する： 
解雇・希望退職などの人員整理を行わない： 
雇用保障は慣行 

 
２）新規に学校を卒業する者は、 
卒業と同時に会社に入り、 
定年までその会社で働く 

 
※新卒採用       → 定年退社 
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年功賃金： 
 
Ａ社の企業特殊的熟練は 
 
Ｂ社では役立たないため、Ｂ社には移らない。 
 
企業に留まれば、 
年数が長ければ熟練があがり、 
高い賃金を払い、 
昇進も勤続年数の長さに比例 



年功賃金の概念図 
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小越洋之助『終身雇用と年功賃金の転換』より 



企業別組合 
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・ひとつの会社での連帯感 
・終身雇用で会社が生活と同一 
・その会社の従業員と連帯感 

・Ａ社の機械工とＢ社の機械工が連帯感を
持つことはない 

・同じ運命共同体 
・正確には「企業内組合」と呼ぶべき 



企業内組合 
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・企業の競争力が従業員の生活基盤をささえる 
 
・労働組合が企業論理に沿うようになる： 
 
・企業主義的環境 
 
・労働組合自体が労使協調へ傾斜していく： 
 
１９６０年代に確立 
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日本型雇用慣行への反論 

１）中小企業での長期雇用維持は困難 
 
２）正社員のみ：縁辺労働者は圏外： 
パート・アルバイトなど： 低賃金・組合なし 

 
３）男女の違い：女性は若年で退社 
 
４）大企業で中高年で、 
子会社・関連会社への大量の出向、 
定年までは少数 



雇用構成 

46  野村正實『終身雇用』より 



大企業と中小企業の賃金比較 

47  『日本国勢図会 ２０１６／１７』より 

製造業 
２０１４年 
１０００人を 
１００とした場合 



中小企業の労働者・労働・雇用 
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中小企業は、 
日本的雇用慣行からは、無縁の存在 
 
日本的雇用慣行から、抜け落ちてきた人： 
大企業をやめた人、 
中小企業から転職してきた人 
 
※しかし、 
ここでも「日本的雇用慣行」の意識が 
根付いている、そうありたいと思っている 



日本的雇用慣行への意見 
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家族主義：「会社」が擬似「家族」 
 
生活を守るために、働く、我慢して働く 
 
滅私奉公：江戸時代から続く 
 
仲間意識：仕事にはとっても大切 



日本的雇用慣行：その後 
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日本では、 
企業人・労働者全体から、一般国民まで、 
日本的雇用慣行、 
特に、終身雇用（長期雇用）と年功制賃金が、 
実態は違っていても、「意識」として根付いていた。 
 
しかし、１９８０年代・９０年代からは、 
これを掘り崩す様々な政策・提言・企業運営が 
行われてきた。 



参考文献： 
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野村正實『終身雇用』岩波書店 
 
森岡孝二『企業中心社会の時間構造』青木書店 
 
小越洋之助『終身雇用と年功賃金の転換』 

             ミネルヴァ書房 
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アンケートのお願い 

・講義で取り上げてほしい項目・内容があれば、 
アンケート用紙に書いてください 

・質問事項・疑問点・ご要望があれば 
それも書いてください 

※できるだけご要望に応えようと思います 

本日はここまでです 
ありがとうございました 


